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1．まちなか再生計画の概要 

 東日本大震災から 4 年が経過し、中心市街地では河川堤防整備や橋梁整備などインフラ整備事業が

本格化し、民間主導により検討が重ねられてきた市街地再開発事業や商店街活性化に向けた取組みが

事業化しつつある。市街地再開発事業においては、被災された方々へ一日も早く安全で快適な暮らし

を提供するための住宅整備と、街なか居住者はもとより市内外から街なかへ訪れる方々に暮らしの豊

かさと楽しみを提供するための商業施設、文化施設、交流施設の整備等が計画されている。それらの

中でも特に、商業施設整備においては、中心市街地の商業空洞化が著しく進む現況を踏まえ、中心市

街地における必要な商業床規模と、周辺の商業集積地とは差別化された石巻の魅力や資源を活かした

商業施設の整備方針を明らかにする必要がある。本計画は、市街地再開発事業や優良建築物等整備事

業等、今後 5年間に重点的に取り組むべき事業の方向性を示すものである。 

 中心市街地においては、行政・医療・交通機能を主とした駅前エリアと、観光・商業機能を主とし

た川沿いエリア、それらの中間に位置する立町・中央エリアの 3つのエリアを核として、歩いて暮ら

せるコンパクトな都市構造を目指す。駅前、川沿いエリアには交通アクセス起点を設け、そこからの

回遊動線上に日用品、買回品を扱う店舗を配置することで、歩いて買い物ができる街なかを目指す。 

 現在検討されている住宅の整備が進めば、中心市街地における居住人口は現在の 2,777 人から 1,035

人（37%）増加の 3,812 人へ、中心市街地における歩行者通行量（平日・休日、各１日の合計値）は現

在の 15,002 人から 1,948 人（13%）増加の 16,950 人が見込まれる。一方で、現在の中心市街地商店街

の小売業店舗の売り場面積は約 12,000 ㎡であり、被災前（2008 年）の約 31,000 ㎡から大きく減少し

ており、規模・コンテンツともにどのような商業機能が集積されていくべきかを明らかにする必要が

ある。 

 調査の結果、中心市街地商店街においては今後の人口減少や小売業市場全体の縮小を鑑みたとき、

約 25,000 ㎡が中心市街地商店街において最大必要となる小売業売り場面積と算出され、今後整備余地

のある小売業売り場面積は約13,000㎡であることがわかった。また、既存の市民アンケート調査より、

中心市街地に求められる商業施設の課題を抽出し、①街なか居住者のライフライン機能の確保、②中

心市街地の強みを活かした個性ある店舗及び営業形態の展開、③来街者が利用しやすい環境の整備の 3

つの方針を導き出した。これらの施設整備の方針に基づき、現在進められている商業施設等の計画概

要について示している。 

 以上に示した諸計画案を推進する事業体は、各種インフラ整備事業を進める行政セクターはもとよ

り、市街地再開発事業や商店街活性化の取組みを推進する地権者、商店主、住民、市民団体など民間

セクターでもある。中心市街地においては、両者が一同に会し連携・調整を図るコンパクトシティい

しのまき・街なか創生協議会が震災後より運営されており、まちなか再生計画の推進にあたっては、

ここでの情報共有を密にしながら各種事業を進めていく。 



1．まちなか再生計画の概要                                                  

                                               

 

2 

1）再生計画の基本方針 

①既存計画における中心市街地の目標像と本計画の位置づけ 

イ）石巻市震災復興基本計画に掲げる中心市街地のまちづくり 

 ○目指すまちの姿 

• 蛇田地区の広域型商業地との機能分担を考慮しながら、これまで以上に市街地再開発事業などの

促進を図り、水辺と親しめる空間づくりや安全で安心して歩き、暮らすことのできる、コンパク

トなまちづくりを推進する。 

• 中心市街地商店街の震災の影響を調査し、復興に向けた中心市街地活性化基本計画を見直し、商

業機能のみならず、居住人口の増加や福祉機能の充実など、職住近接型の多様な機能が集積する、

歩いて暮らせる高齢者にもやさしいまちづくりに取り組む。 

• また、中瀬地区の有効活用を含め、中心市街地の最大の魅力である水辺と親しめる空間づくりに

努める。 

 

図 1 石巻市西部市街地の将来構想 
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ロ）石巻市都市計画マスタープランに掲げる中心市街地のまちづくり 

 ○目指すまちの姿 

• 活性化を図るため、昔ながらの商店街の雰囲気を大切にしながら、まちなか居住と連携した、容

積率を活かした商業・業務機能の集積を促進する。 

• 公共交通の充実や駐車場を確保するとともに、歩道などのバリアフリー化の推進や休憩所の設置

により、ゆっくりと買い物ができる商業空間の形成を図る。 

• 中瀬地区周辺については、親水空間を活用した公園や観光施設があるとともに、さまざまなイベ

ントが開催されていることから、観光客をターゲットとした商業空間の形成を図る。 

• 市役所本庁舎は市民協働の拠点として、また、まちなか商業・業務地の顔として整備を推進する。 

• 都市計画マスタープランの実現化方策として、市民参加及び企業参加の推進、国・県との連携の

強化、近隣市町との連携の強化を進めていく。 

 

図 2 石巻市将来都市構想図 
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ハ）第 2 期石巻市中心市街地活性化基本計画に掲げる中心市街地のまちづくり 

 ○目指すまちの姿 

• “彩り豊かな食”と“歴史が薫る”川辺のまちを目指し、心が通い、安心して暮らせるまちづく

り、水辺に親しみ、食と萬画で賑わうまちづくり、歩いて発見、楽しく回遊できるまちづくりを

進めていく。 

• 安心安全なまちづくりに向けては、中心市街地の居住人口を指標とした定住人口の増加を目標と

することで実現していく。 

• 食と萬画を活かしたまちづくりに向けては、石ノ森萬画館と観光交流施設の 2施設の利用者数の

増加を目標とすることで実現していく。 

• 回遊性を高めるまちづくりについては、歩行者・自転車通行量を指標とした交流人口の増加を目

標とすることで実現していく。 

 

 

ニ）再生計画の位置づけ 

• 本計画は、「石巻市震災復興基本計画」（平成 23 年 12 月）、「石巻市都市計画マスタープラン」（平

成 21 年 3月）、「石巻市中心市街地活性化基本計画」に掲げる中心市街地のまちづくりの方針を

踏まえ、東日本大震災からの再生期にあたる平成 27 年から平成 31 年の 5年間に重点的に取り

組む再生まちづくりの方向性を示す。 

• 本計画は、上記の中心市街地におけるまちづくりの方針をもとに、特に住宅・公共施設・商業

施設についてその整備方針を定めるものである。 
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②これまでの中心市街地におけるまちづくりの経緯 

イ）中心市街地の成り立ち 

• 江戸時代には北上川を通じて集められた米などの物資は、石巻港から千石船で江戸へと運ばれる

など港町として栄え、さらに中心市街地から南東の旧北上川河口付近に、藩政廃止によって旧武

士や諸国からの商人が流れ込み、民営米屋などの店舗で賑わった。 

• 明治の初めから展開してきた石巻も、明治 24 年（1891 年）東京-青森間の鉄道開通後、幹線から

外れ、また石巻港が旧北上川河口部に位置しており、大型蒸気船が入港できないことから急激に

衰え始めた。 

• 大正元年（1912 年）に仙北軽便鉄道（現在の JR 石巻線）、大正 14 年（1925 年）に宮城鉄道（現

在の JR 仙石線）が開通すると、現在の中心市街地内にも商店が立地するようになった。 

• 戦後の復興においても、石巻駅前から中瀬方面にかけて商店が増加し一大商圏を形成するように

なった。 

 

    

図 3 港町石巻の様子 

（上：石巻絵図（江戸時代中期）、左下：旧石巻漁港、右下：橋通り商店街（グラビア石巻より）） 
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ロ）マンガを活かしたまちづくり 

• モータリゼーションの進展に対する中心部の道路、駐車場等の都市基盤整備の立ち遅れや核家族

化と少子高齢化、郊外型店舗あるいは大型店の郊外立地などにより、「まちの顔」である中心市街

地の空洞化が顕著となった。 

• 平成 7年（1995 年）に、宮城県出身の萬画家石ノ森章太郎氏と当時の石巻市長の会談があり、石

ノ森萬画館や石巻市の離島である田代島への関連施設の建設が進められることとなった。 

• このような中、マンガランド基本構想が策定されると、「人づくり」「まちづくり」「産業づくり」

の基本方針のもと、「マンガロード整備事業」や「石ノ森萬画館建設」、「マンガ・石巻の魅力を活

かしたイベントの開催」が行なわれるようになった。 

• 平成 22 年（2010 年）には、第 1 期石巻市中心市街地活性化基本計画が策定され、「彩り豊かな食

と萬画のまち」を目指したまちづくりが進められるようになった。 

 

   

図 4 中心市街地で実施されてきた活性化イベントの様子 
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ハ）東日本大震災 

• 平成 23 年（2011 年）3月 11 日、未曾有の震災が東日本沿岸部を襲い、石巻市でも甚大な被害を

受けた。中心市街地はほぼ全域が浸水し、1階の商店などは商品・什器が流出し、ヘドロやがれ

き、車輌などで埋め尽くされた。 

• 地震に伴う地盤沈下により、震災後も大雨時や満潮時の冠水が生活再建の障害となっていた。 

• 中心市街地のうち旧北上川沿岸部を中心に災害危険区域や被災市街地復興推進地域が設定され、

堤防・橋梁整備や市街地再開発による復興事業が計画されるようになった。 

   

図 5 被災直後の中心市街地の様子 

 

ニ）復興まちづくり 

• 中心市街地においては、被災直後より商店主を中心に情報共有の場が持たれ、被災物資やボラン

ティアの配分、被災状況に関する情報共有が自主的に行なわれた。 

• それに続くように、株式会社街づくりまんぼうを窓口に集まった専門家らと、地元商店主・住民

らが中心となり復興まちづくりについて話し合う場が持たれ、中心市街地の復興に向けたまちづ

くり計画案の作成、市街地再開発事業など建物共同化計画の検討が進められるようになった。 

• 2011 年 12 月には、石巻商工会議所の会頭を会長に、任意のまちづくり協議会として「コンパク

トシティいしのまき・街なか創生協議会（以下、街なか創生協議会）」が発会し、中心市街地の街

並みの検討、市街地再開発など事業間の情報共有や勉強会、地域ブランドの開発などの取り組み

が現在も進められている。 

   

図 6 商店主を中心に開催された情報共有、復興まちづくりの場 
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ハ）まちなかの強みを活かした商業・公共サービスの提供 

• 川沿いエリアから石巻駅前の駅前エリアまでを一体として回遊性を高める。 

• 石巻の特色である新鮮な食材・食を活かした商業施設や各種ソフト事業の展開を進め、「食」

のまちとしてのブランド化を図る。 

• 特徴的な地形である中瀬を公園として整備することにより、市民や来街者がスポーツやレクリ

エーション、イベントを楽しむ空間を創出する。 

• 陶芸丸寿かんけい丸・旧石巻ハリストス正教会堂など、数少ない歴史的建造物をアクセントに

しつつ、古くからあった横丁らしさを残したまちづくり等を通して、「石巻らしさ」が残るま

ち並みを形成し、魅力的で質の高い空間を創出する。 
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イ）整備予定がある商業施設等が需要として想定する商圏の範囲、規模（圏内の人口・世帯数、購買

力等）及び構造等について、震災前及び現在の状況、今後の見通し等 

＜商圏の設定＞ 

• 第二期石巻市中心市街地活性化基本計画では、「多様な都市機能を集積し、少子高齢化社会に対応

した、歩いて暮らせるコンパクトで安全・安心なまちづくり」をコンセプトとして掲げている。 

• 本市ではこれまで、石ノ森萬画館の中瀬への整備、市庁舎の JR 石巻駅前への移転を進めてきたほ

か、上記のコンセプトに基づき、駅前への市立病院の移転、旧北上川河口沿いへの観光交流施設

の整備を計画している。 

• このように、今後増加が予想される高齢者等の交通弱者や総合支所エリアの居住者をはじめ、市

民にとって利便性の高い公共施設を交通結節点である中心市街地に集積することで、中心市街地

への市民の往来を増やす施策が進められている。 

• 中心市街地の商業については、これら中心市街地へ訪れる市民や、復興公営住宅・市街地再開発

事業により整備される住宅に移転居住する被災市民が、歩いて買い物ができる環境を目指し、商

業施設の整備を進めていく。 

• 以上より、まちなか再生計画の対象区域である中心市街地に立地する商業施設の商圏は、石巻市

内を基本に設定することが妥当と考えられる。 
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＜商圏の状況把握＞ 

○地理的状況 

• 1998（平成 10）年に三陸縦貫自動車道石巻河南 IC が供用開始となると、蛇田・あけぼのエリア

に大型量販店の出店や宅地開発が見られるようになった。 

• 2003（平成 15）年に石巻河南 IC〜河北 IC 間が無料区間として開通した後、平成 19（2007）年に

イオン石巻ショッピングセンターがオープンし、これに伴い大型量販店が IC 周辺に相次ぎ出店し

た。 

• 2016（平成 28）年度には三陸縦貫自動車道の 4車線化工事が完了予定であり、IC 西部には防災集

団移転促進事業（新蛇田地区）の移転先として約 46ha の宅地開発が進められるなど、郊外部への

一層の都市機能の集積が進むことが想定される。 

 

 

 

図 18 石巻商圏における大型店舗の立地と交通体系 

 

 

  







4．施設等整備計画

30 

○今後の見通し

• 三陸縦貫自動車道石巻河南 IC の供用開始に伴う郊外部への大型店舗の立地に加え、震災後の防災

集団移転促進事業等により郊外部へ一層の都市機能の集積が進むことが想定される。

• 石巻市においては、全国平均よりも急激に進む人口減少と高齢化により、高齢者にとって利便性

の高い公共交通施策や歩いていける範囲での生活・商業サービスの提供が必要となることが想定

される。また、一人当たりの購買力も今後減少することが見込まれる。
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ロ）当該商圏内で営業する主要な商業施設の立地状況について、震災前及び現在の状況、今後の見通

し等 

○主要な商業施設の立地状況 

• 石巻市内における店舗面積 1,000 ㎡以上の商業施設の一覧を下表に示す。 

 

表 7 石巻市内の主な商業施設（店舗面積 1,000 ㎡以上）注4 

 

  

                             
注4 大規模小売店鋪立地法に基づく届出表より作成。ただし、2011 年 3 月以降新設された店舗及び震災以降休店

となっている店舗は含まない。 
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• 大街道エリアは、明治時代に大街道が開拓されたことにより商業・住宅地としての利用が始まり、

モータリゼーションの進展とともに中里エリアと同様、多数のロードサイド店が集積している地

域である。 

• 中心市街地は、現在 8 つの商店街が形成されており、古くは漁業、海運業を下支えする商業地と

して栄えていた。しかしながら、郊外大型店の進出により中心市街地の商業規模は縮小を続けて

おり、市域全体の売上に占める割合も平成6年の 14.2%から平成19年には8.4%と減少傾向にある。

また、床面積当たりの売り上げは 50.2 万円、従業員数一人あたりの売り上げは 1,493.6 万円と中

里・大街道エリアよりも低い数値を示している。 

• 中心市街地、中里・大街道エリアは津波による浸水被害を受け、一方であけぼの・蛇田エリアは

浸水の被害を免れたため、商業集積地としての規模の差はさらに大きくなっていると予想される。 

 

表 8 旧石巻市内の商業集積エリアの概況一覧（平成 19 年商業統計調査より） 
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②中心街・商業施設の店舗導入計画 

イ）中心市街地における適正商業施設整備床面積 

○調査の趣旨 

• 人口の減少や郊外大型店やロードサイドの店舗の立地促進、通信販売などの購買形態の変化によ

り、市内全体の需要が分散し、中心市街地における需要の低下が著しい。中心市街地においては、

震災の影響が深刻で、人口の減少や小売事業者の離散や意欲の喪失などが郊外よりも一層深刻化

している。 

• 石巻のまちの顔として、これまでの歴史の継承や復興のシンボルとなるにふさわしい特色と賑わ

いのあるまちの形成を図っていくためには、関係者の相当の覚悟と努力が必要となることは言を

俟たない。一方で、街なか居住者が不自由なく買い物ができ、快適に暮らすことができる生活環

境、事業者が意欲をもって進出できる出店環境を確保するためには、一定規模の商業集積が必要

である。 

• 本調査においては、適正な商業床規模の推定を「商業統計及び人口推計による需要予測からの推

定」により行なう。本方法は、今後の人口減少や購買力の変化を鑑みた上で、商業施設の需要量

をトレンドより推計することにより、中心市街地における商業床規模を算出するものである。こ

れは、本計画に掲げる身の丈にあったまちづくり・商業施設整備の考え方に合致し、将来的に必

要となる商業施設床面積の算出方法として最適と考えられる。 
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表 20 石巻市中心市街地において検討されている市街地再開発事業及び優良建築物等整備事業の概要 

（内容については今後変更になる可能性があります） 
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【商業施設の概要】 

イ）箇所、位置、駐車場からの動線その他来街手段の状況 

• 中央三丁目 1番地区は、立町大通り商店街とアイトピア商店街との交差点の近くに位置する。住

宅地に隣接し周辺のコミュニティと共にある、コミュニティ商業のゾーンである。正確な事業位

置図は図 33 のとおりである。 

• 施設に 87 台の駐車スペースを設ける。全体共用持分比率より計算される商業施設の駐車場配分は

23 台であり、必要に応じて近隣駐車場を活用しながら、台数を確保する。 

• 石巻駅から約 800m の距離にあり、駅から徒歩によるアクセスが可能である。また、国道 398 号線

の至近に位置しており、車によるアクセスも容易である。 

 

 

図 33 中央三丁目 1番地区市街地再開発事業位置図 

ロ）敷地の権利関係 

• 被災前の敷地の土地利用は、保険会社、銭湯などさまざまな利用の後、被災直前は、地元不動産

会社が経営する時間貸し駐車場として利用されていた。 

• 敷地の従前の所有権利者は 5 名であり、市街地再開発事業の権利変換により一筆化され、建物竣
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工後は、住宅及び商業床の全ての区分所有者の共有となる。 

• 商業床部分はまちづくり会社の所有とするが、その際に、実質的に土地の所有と利用の分離を図

ることで、まちづくり会社の資金負担を抑え、合理的な資産運用を可能とする。 

• 具体的には、民事信託会社を受託者としてまちづくり会社から収益受取権を債権信託すると同時

に、まちづくり会社は収益受取権を売却する。その売却額を商業施設部分の土地取得相当額とす

ることで、まちづくり会社の初期投資額及び長期債務額から土地取得相当額を除外する。また、

収益受取権の配当を劣後配当とすることにより、まちづくり会社の収支の安定を図る。 

 

ハ）建築面積、店舗面積、建築工法 

• 再開発事業により整備される建物全体の建築面積等は表21に示したとおりである。構造はRC造。 

＜商業施設部分概要＞ 

 延床面積 ：594 ㎡（１F 合計：445 ㎡、2F 合計：149 ㎡） 

 店舗専用 ：594 ㎡（１F 合計：445 ㎡、2F 合計：149 ㎡） 

 店舗共用 ：0㎡ 

  

＜可変性のある空間構成＞ 

• 本施設は可変性のある空間と多様な店舗店舗構成により、商業施設の様々なニーズに応え、空き

店舗を防ぎ、商業施設の魅力を高める内容となっている。 

• １階・２階の合計区画が約 30 ㎡〜200 ㎡と多様性があり、200 ㎡近い面積は集合住宅下層階の商

業施設としては比較的広い。店舗内の壁（一部）は店舗入れ替え時に変更可能である。 

• １階・２階のファサード部分は、開口部等の位置が変更可能、また２階への階段も路面から続く

階段又は１階室内からの階段とすることができる。各区画は内部で繋がっており、また内装壁で

細分化も可能なため、各区画のテナント数と賃貸面積に多様性をもたせることができる。 

 

図 34 中央三丁目１番地区建物のフロアイメージ 
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＜コストとまちなみに配慮した建築＞ 

• 東北の被災地域においては資材不足、人手不足により物価が高騰しており、RC 構造の建築物も工

事費が上昇している状況が続いている。 

• 本施設建築物は、建設資材調達や工期短縮と同時に、高品質で耐久性に優れた建物を実現するプ

レキャストコンクリート工法を採用しており、被災地の RC 構造の中において、ローコストな建築

となっている。また、商業の賑わいを図るとともに良好なまちなみを形成するため、中低層の建

築計画としている。 

 

図 35 中央三丁目 1番地区市街地再開発事業イメージパース 

 

 

図 36 中央三丁目 1番地区市街地再開発事業イメージパース（通り沿い） 

 

 

 



                                        4．施設等整備計画 

                                                         

 

61 

ニ）テナントの業種構成・規模 

• 核テナントとして、コンビニの新形態となるコミュニティコンビニが入居する。生鮮三品、惣菜な

どの食料品を充実させ、また、「まちとしょ」として、本が読め、コミュニケーションできるコミ

ュニティスペースを併設する。住民のニーズに即した商品を最寄りで揃え、また地域コミュニティ

への寄与も担う核テナントにより本件の商業施設へ多くの集客が期待される。 

• さらに、コミュニティコンビニを核に、美容室、ファッション、仕出し屋、塾など生活に必要な商

品やサービスを提供する店舗等を集める。 

 

表 22 テナントの構成・規模 

業態 規模 位置 

教育 153 ㎡ 1・2 階 

ファッション（2テナント共用） 65 ㎡ 1・2 階 

美容 79 ㎡ 1・2 階 

カフェ 37 ㎡ 1 階 

コミュニティコンビニ 197 ㎡ 1・2 階 

食品 32 ㎡ 1 階 

食品 32 ㎡ 1 階 

合計 594 ㎡  

 

 

図 37 中央三丁目 1番地区市街地再開発事業商業施設 1 階平面図 
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＜テナントマネジメント＞ 

• 地権者が出資するまちづくり会社が、エリアマネジメントの方針に従いながら、テナントマネジ

メントを行うことにより、商業施設のコンセプトを守り、ブランド価値を高めることができる。 

• 商業施設の上部に住む人や来街者を含めたコミュニティの復活を促し、石巻のまちの復興に貢献

する。 

• また、後継者のいないテナントが将来的に廃業したとしても、可変性の高い構造と、不動産業経

験のある地権者等からなるまちづくり会社の、地元ネットワークを生かしたテナントマネジメン

トにより、新たなテナントリーシングが行われ、空き店舗の発生を抑えることが十分期待できる。 

 

ホ）商業施設の所有・運営主体 

• 本商業施設はまちづくり会社が保有し、駐車場も含め一体管理を行う。 

• まちづくり会社は「コミュニティカンパニー株式会社（仮称）」として 2015 年 7 月設立予定で、

地元事業者、既存のまちづくり会社、マンション販売会社の出資により設立される見込み。 

• 常勤役員 1名がマネージャー1名（他プロジェクトと兼務）とともに活動し、その他に監事 1名

を設ける。 

• 本商業施設及び駐車場の建物管理、テナント管理・運営、エリアマネジメントを行なう。 

• 具体には、街なか創生協議会や他のまちづくり会社と連携し、デザインコードによる良好な街並

みの形成、石巻の地域特性をいかしたプロモーション活動を行い、集客を図る。 

 

ヘ）整備概算費見積り、資金調達、テナント賃料、運営収支 

 

＜商業施設整備に要する概算整備費及び資金調達＞ 

表 23 概算整備費及び資金調達の見込み 

概算整備費 資金調達 

店舗取得費 298,043 千円 津波・原子力被災地域雇用創出型企

業立地補助金商業施設等復興整備

事業補助金 

237,090 千円 

調査設計・企画費 19,310 千円 高度化資金・市中銀行等借入 85,000 千円 

設備費 91,800 千円 敷金等 25,000 千円 

諸経費（税金その他） 6,387 千円 収益受取権売却 67,744 千円 

  自己資金 706 千円 

計 415,540 千円 計 415,540 千円 
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＜国の補助等について＞ 

本地区は、第 2、4、7、8、10 回復興交付金による補助（市街地再開発事業）を得ている。 

 

 

□その他の市街地再開発検討地区 

• その他、現在検討が進められている市街地再開発事業等の概要について記す。 

 

○中央一丁目 14・15 番地区 

＜事業概要＞ 

事 業 名：石巻市中央一丁目 14・15 番地区第一種市街地再開発事業 

施 行 者：中央一丁目 14・15 番地区市街地再開発組合 

権利者数 ：19 人 

施行地区 ：宮城県石巻市中央一丁目 12-3 ほか 

構   造：RC 造 

階数・高さ：地上 7階、約 25m 

住   戸：79 戸 

概算事業費：約 34 億円 

 

表 25 中央一丁目 14・15 番地区第一種市街地再開発事業の概要 

 

 

 

表 26 中央一丁目 14・15 番地区商業施設の概要 

 

＜敷地・施設の内容＞ 

• 本地区は、堤防整備と協調した市街地再開発事業により、河川堤防に接する 2 階には市街地と田

代島・網地島を結ぶ離島航路発着所・商業施設と生活支援施設（デイサービス）を設け、3 階以

上には住宅を整備する。 

• 本商業施設は、川湊であった石巻の歴史に縁を有するかわまち関連企業をテナントとすることに

より、離島振興を含めたマリンレジャーの振興拠点として被災中小企業の復興を推進することを

商業施設面積 テナント数 テナント職種構成 商業床所有・管理者 

約 195 ㎡ 2 離島航路発着所・物産コーナー、生活支援施設 
かわまちフロンテ

ィア株式会社 

建築敷地面積 建築面積 建築延床面積 建ぺい率 

4,080 ㎡ 1,880 ㎡ 8,350 ㎡ 46.1％ 
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基本コンセプトとする。 

• 2 階の各施設は堤防側に開いた配置とし、プロムナード活用との連携を図る。

＜商業床の所有・管理者の概要＞ 

• 本地区の商業床は、「かわまち・活性化」を基本コンセプトとして、かわまち関連企業、市街地再

開発事業地権者等の出資による「かわまちフロンティア株式会社（H26.11 設立）」が所有し、テ

ナントオペレートを行なう。

＜国の補助等について＞ 

• 本地区は、第 5、7、8、10 回復興交付金による補助（市街地再開発事業）を得ている。

○中央二丁目 11 番地区

＜事業概要（現計画）＞ 

事 業 名：石巻市中央二丁目 11 番地区第二種市街地再開発事業 

施 行 者：石巻市 

権利者数 ：48 人 

施行地区 ：宮城県石巻市中央二丁目 9-1 ほか 

構   造：S造 

階数・高さ：地上 3階 

概算事業費：約 56 億円 

事業区域面積：約 1.9ha 

＜敷地・施設の内容＞ 

• 基幹産業である農林水産業と深く結びついた「観光交流施設」を整備し、中心市街地の活性化に

よる地域商店の賑わい創出や、地産地消の推進、地場産品の販路回復・拡大、石ノ森萬画館と連

携した観光客の集客増加を図る。

• 単なるマーケットではなく地産地消・ブランド化等による農林水産業を振興するとともに、中心

市街地の復興や観光、市街地整備を牽引し地域商店の再開を支援し、買い物やグルメの場として

市民同士、市民と観光客の交流を促進する。

＜国の補助等について＞ 

• 本地区は、第 9、12 回復興交付金による補助（市街地再開発事業）を得ている。
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図 39 中央二丁目 11 番地区整備イメージ図 
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○立町二丁目 5 番地区

＜事業概要＞ 

事 業 名：石巻市立町二丁目 5番地区第一種市街地再開発事業 

施 行 者：立町二丁目 5番地区市街地再開発組合 

権利者数 ：5名 

施行地区 ：宮城県石巻市立町二丁目 12-1 ほか 

構   造：RC 造 

階数・高さ：地上 5階 

表 27 石巻市立町二丁目 5番地区第一種市街地再開発事業の概要 

表 28 立町二丁目 5番地区商業施設の概要 

＜敷地・施設の内容＞ 

• 対象地は立町通りと新田町通りに面し、対象敷地に囲まれるように地権者所有の日本家屋がある。 

• 立町通り沿いには地域の特産品を扱う被災事業主による店舗が、新田町通り沿いには高齢者福祉

施設が入居予定である。

• 2 階以上には復興公営住宅、分譲住宅が配置される予定である。

＜商業床の所有・管理者の概要＞ 

• 本地区の商業床は、市街地再開発事業地権者等の出資による「株式会社あす街（H25.9 設立）」が

所有し、テナントオペレートを行なう。

＜国の補助等について＞ 

• 本地区は、第 2、5、6、8、11 回復興交付金による補助（市街地再開発事業）及び第 10 次中小企

業等グループ施設等復旧整備補助金を得ている。

建築敷地面積 建築面積 建築延床面積 建ぺい率 

約 2,601 ㎡ 約 1,994 ㎡ 約 5,720 ㎡ 約 77％ 

商業施設面積 テナント数 テナント職種構成 商業床所有者 

約 650 ㎡ 4 飲食、物販、理容室 株式会社あす街 
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○中央二丁目 7 番地区（松川横丁）

＜事業概要＞ 

事 業 名：松川横丁地区優良建築物等整備事業 

権利者数 ：4名 

施行地区 ：宮城県石巻市中央二丁目 109-1 ほか 

表 29 中央二丁目 7番地区（松川横丁）優良建築物等整備事業の概要 

表 30 中央二丁目 7番地区（松川横丁）商業施設の概要 

＜敷地・施設の内容＞ 

• 対象地はアイトピア通りから県道大街道石巻港線に通じる路地（松川横丁）沿いに位置する。古

くからの料亭が並び、独特の文化と雰囲気をつくってきた。

• 震災直後より地権者らが集まり横丁を活かしたまちづくりについて検討を重ね、飲食店が並ぶ横

丁としてのイメージづくり、シェアハウスの整備・運営による様々な人が交流する場づくりを目

指している。

＜商業床の所有・管理者の概要＞ 

• 本地区の商業床は、優良建築物等整備事業地権者等の出資による「合同会社 MYラボ（H26.7設立）」

が所有し、テナントオペレートを行なう。

＜国の補助等について＞ 

• 本地区は、第 7、8 回復興交付金による補助（優良建築物等整備事業）及び平成 26 年度商店街ま

ちづくり事業補助金（中心市街地活性化事業）を得ている。

建築敷地面積 建築面積 建築延床面積 建ぺい率 

約 460 ㎡ 約 310 ㎡ 約 660 ㎡ 約 67％ 

商業施設面積 テナント数 テナント職種構成 商業床所有者 

約 200 ㎡ 3 震災前より石巻にて営業している被災飲食 合同会社 MY ラボ 
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5．街の魅力向上のための取り組み方針・計画 

1）既存計画におけるまちづくりの方向性と本計画の位置付け 

• 第１章にて示した通り、中心市街地では、1990 年代からマンガによる町おこしが始まり、平成 13

年に石ノ森萬画館が建設された。同館オープンに際して同館の管理・運営及び中心市街地活性化

の活動等を行なうまちづくり会社が設立され、以降、マンガを活かした様々な取り組みが行なわ

れてきたことにより、「マンガ文化」「マンガ的発想」をテーマとするまちづくりが定着している。

• 平成 22 年に認定された中心市街地活性化基本計画では、「彩り豊かな食と萬画のまち」を目指し、

「多様な都市機能を集積し、高齢化社会に対応した、歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり」

をコンセプトに各種事業が行なわれたが、翌年に発生した東日本大震災の影響により多くの事業

が中断し、計画が見直されることとなった。

• 平成 25 年度より中心市街地活性化基本計画の見直しが行なわれ、「第 2 期石巻市中心市街地活性

化基本計画」が平成 27 年 1 月に策定された。同計画では、「定住人口の増加」と「交流人口の増

加」を 2 つの柱に、復興住宅の整備やそれに伴う商業・公共・観光施設の集積化が目標とされて

いる。

2）既存計画と本計画の位置付け 

• 本計画は、本市の最上位計画である「石巻市震災復興基本計画」（平成 23 年 12 月）、「石巻市都市

計画マスタープラン」（平成 21 年 3月）、「第 2期石巻市中心市街地活性化基本計画」（平成 27 年

1 月）に掲げる石巻市中心市街地の整備方針を踏まえ、また「いしのまき水辺の緑のプロムナー

ド計画」（平成 25 年 3月）との整合性も図りながら、東日本大震災からの再生期にあたる平成 27

年度から平成 31 年度の 5年間に重点的に取り組む再生まちづくりの方向性を示す。

• 上記行政計画との整合性を図ることはもちろんのこと、地元市民団体を中心に作成され、自律的

に展開されている諸まちづくり計画とも、街なか創生協議会を窓口に連携を図りながら、本計画

の実現に向けて官民が一体となり事業推進を図る。
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ロ）顧客目線に立った回遊性の創出と歩行空間づくり 

○まちのコンテンツと連動するイメージ形成 

• 石巻の中心市街地には 8つの商店街が存在してい

るが、それぞれに明確なコンセプトは示されては

いない。消費者が比較購買をしやすい、まち歩き

を楽しめるような消費者目線に立ったまちの構成

を考えていく必要がある。 

• 中心市街地には昔より商売を続け、地域と深い関

係をつくりながら営業を続けている店舗が多くあ

る。それら店舗や商品（コンテンツ）の個性を活

かしながら、商店街やエリア毎の性格を抽出し来

街者へ発信していくとともに、来街者がまち歩き

を楽しめるコンテンツを補っていくことが有効で

ある。 

 

○安全性が確保された歩行空間づくり 

• 被災により段差が生じたり、経年により段差が大

きくなっている箇所が多くある。ベビーカー（カ

ート）等を移動しやすいように、歩きやすい歩行

空間が連続した街並みを意識してつくっていく必

要がある。 

• 雨、風、寒暖は売上げを左右する重要な要素とな

る。木陰の提供等歩きやすく心地よい買い物、ま

ち歩きを演出する取り組みが効果的である。 

図 41 商店街による街並みづくりの取り組み  

 

○店の顔づくり 

• まちの顔である店頭の設えは、来街者にとってまちを印象づける大きな要素である。一つ一つの

店頭の設えはもとより、空き地や業種が異なる店舗が並ぶ中で、来街者を飽きさせない街並みを

個店それぞれが共同で考えていく必要がある。 

• まちの印象は来街者がどのように感じるかで決まるものであり、商店主や専門家のみならず、来

街者に意見を求めながらディスプレイチェックをしていくことが有効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例：アーケード撤去と街路灯の設置に

よるまちづくり、石巻市】 

 アーケードの老朽化に伴い歩行者の安全

性が失われている中、撤去及び街路灯の設

置を契機に新たな街並みづくりの検討を行

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例：生活商店街としてのまちづくり、

石巻市】 

 区画整理に伴い、「お客さんとのつなが

りを大事にした商店街」づくりを目標に街

並みの検討を進めている。 
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②賑わい再生に向けた取り組み 

○まちなか復興ビジョンの展開 

• 各種整備計画と並行して、新たに生み出される施設や空間を活かして賑わいを創出するための取

り組みが民間主導で検討され、平成 25 年 3月に街なか創生協議会により「街なか復興ビジョン」

が発表された。まちの使い方を示すプロジェクト(仕掛け)群から構成されるソフト面のまちづく

り計画であり、まちを楽しむ様々な仕掛けを民間主導で実践していくための羅針盤とされている。 

• プロジェクト群は「防災」「にぎわい・商店街経営」「食」「アート」「生活・医療・福祉」「情報発

信」「アクセス」の 7つが設定されており、東日本大震災により甚大な被害を受けた中心市街地の

特徴として、「一人一人がつくる安全安心のまちづくり」という防災プロジェクトが始まり、飲食

店関係者による避難ガイドラインの作成など地域コミュニティをベースとした防災まちづくりが

実践されている。 

• 本計画においては、同ビジョンをはじめ地域住民が描く将来のまちの姿を共有し、官民協働によ

るまちづくりの体制づくりを推進していく。 

 

 

図 42 まちなか復興ビジョンに位置づけられた７つのソフトプロジェクト 
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• 前述の取り組みに加え、下記についても今後まちづくり会社、商店街を中心に展開を図っていく。 

 

○アフターサービスの充実など継続的に顧客との信頼性を構築する営業形態へ 

• 対面販売における信頼感や温かみのある買い物体験は、通信販売やネットショッピングにはない

安心感を生み出し、商品の大きな付加価値となる。 

• 中小規模の家電店等で実践されている御用聞きシステムなどのように、顧客との信頼関係を構築

することで、持続的な経営力を維持することが可能となる。 

• 元来地元住民とのネットワークを形成してきた中心市街地商店街において、地域とのつながりを

営業形態へ積極的に展開していくことが有効である。 

• 日和が丘地区など近隣でありながら中心市街地へのアクセス性が低い地区へは、アフターサービ

スの一環として自宅へ宅配サービスを展開することで、顧客の安定化や満足度向上につながるこ

とが期待できる。 

 

○SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の活用 

• 店舗毎、商店街毎の情報発信は行なわれているものの、商店街の枠を越えた情報発信は未だ十分

ではない。また、消費者にとって魅力的な情報とするためには、それぞれの情報を随時更新し発

信していく必要がある。 

• 広く業種をカバーし、鮮度の高い情報を来街者へ発信するためにツイッターや Facebook 等 SNS を

各店が積極的に活用し、相乗効果を高めながら来街者へ情報発信を行なっていくことが有効であ

る。 
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③中心市街地の特性を生かした各種イベントの実施 

• 中心市街地は、石巻最大のイベント「石巻川開き祭り」の舞台であり、JR 石巻駅から中瀬の石ノ

森萬画館までの大通りを活かした各種イベントが年間を通して行なわれてきた。 

• 市内外からの交通アクセスが便利であり、駅前広場や中瀬などの空間や飲食店の集積など中心市

街地の特性を活かした音楽イベントや食べ歩き・飲み歩きのグルメイベントなども実施されてい

る。 

• 東日本大震災以降は、まちづくりに取り組む団体を中心に新たなイベントが企画・運営され、中

心市街地は多様な交流を生み出す場所としての魅力が高まっている。 

 

＜東日本大震災以降に始まった主なイベント例＞ 

  ○STAND UP WEEK（主催団体：ISHINOMAKI2.0） 

世界中からクリエイティブなアイデアと知恵

を持ち寄り、石巻の街を外へ開き、人と人を

つなぎ、みんなを巻き込んで作るまちづくり

イベント 

 

 

  ○石巻に恋しちゃった（主催団体：石巻復興支援 

   ネットワーク） 

石巻周辺の趣味や特技を持つ方々が体感型プ

ログラムを実施することを通じ、地域の魅力

と人材を育成するイベント 

図 43 被災後開催されるようになったイベント 

 

• 本計画における新たな施設整備や交通アクセス性の向上は、商店街組織やまちづくり会社、市民

団体によるイベント等の取り組みを実現させる場づくりであり、イベント開催を側面支援し、交

流人口の増加を促進するものである。 

 

 

 

  



                                  6．再生計画の地域経済への波及効果 

                                                         

 

75 

6．再生計画の地域経済への波及効果 

1）まちの賑わい再生のプロセス 

• 現在計画されている市街地再開発・優良建築物等整備事業を通じて、商業施設・集客施設の運営

管理を含むエリアマネジメントをまちづくり会社が担い、各施設が情報交換・協働することによ

り、商業空間や駐車場、公共スペースなどを効率的かつ効果的に運用し、まちの利便性と魅力を

高めることが可能になる。 

• 被災者に対して市街地に建設中の復興公営住宅や分譲住宅による居住空間を提供することにより、

居住人口の増加、人口増に伴う直接の消費やサービス業事業者の増加が見込まれる。 

• 本計画の対象区域における商業機能の再生により、地域住民が生活する上で必要となる小売商

業・サービス業の店舗が展開され、地域住民の生活利便性が向上する。それにより、これまで郊

外店へ買い物に出ていた地域住民の消費動向が変化し、消費者が郊外店へ流出せず地域内で買い

物をすることにより、小売商業・サービス業の売上が増加するとともに歩行者数の増加にも繋が

り、まちの賑わいが生まれる。 

• 商業機能の再生において、地域資源を活用した商品の製造・小売業や高齢者向けサービス等の新

規事業者に出店スペースを提供することにより、当該地区近隣に位置する住宅地など、従来より

も広域かつ幅広い層からの集客が見込まれる。 

• 市の主要産業のひとつである水産加工業者は、被災により販売市場の見直しを余儀なくされた結

果、消費者向け小売りの商品開発・販路開拓を始めている。市外からの交通アクセス拠点であり、

石ノ森萬画館に加え新たに観光交流施設が整備される中心市街地は、観光地としての拠点性が高

まることから、水産加工品をはじめとする地域資源を活用した商品の販売・販売促進の拠点とし

て、地域経済の振興に寄与する。 

• 上記のように、居住人口の増加、街なか居住者を対象とした小売商業・サービス業の集積、それ

に伴う地域資源と周辺地区居住者の集積という流れを生み出すことで、賑わいを創出する正のス

パイラルが形成される。 
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2）地域資源の活用、新事業の創出 

①区域における地域の歴史的・文化的・経済的資源の状況 

○歴史的・文化的資源 

• 住吉公園は、かつては船渡しの場で、芭蕉と曽良も訪れたことがあるところで、近くの旧北上川

河川内には石巻の地名の由来にもなっている「巻石」という小さな岩がある。 

• 本計画対象区域内の中央三丁目には、昭和 5年に竣工した木造 3階建てスペイン瓦葺きの陶芸丸

寿かんけい丸がある。東日本大震災後の平成 25 年、所有者から市へ建物の譲渡が行なわれ、中心

市街地の復興まちづくりとあわせて、石巻の歴史・文化を象徴する施設として、登録文化財への

申請も視野に入れた再生が計画されている。 

 

○景観資源 

• 旧北上川河岸には、親水テラス等が整備され、水辺と一体的な景観が形成されていたが、震災に

より大きな被害を受け、復旧に向けた取り組みが行なわれている。また、震災を機に整備される

こととなった堤防・護岸を活かし、まちと水辺のつながりを生み出す散策道（プロムナード）が

整備予定である。 

• JR石巻駅から石ノ森萬画館までの約１㎞の間に石ノ森キャラクターのモニュメントが整備されて

いるマンガロードがある。 

 

○産業資源 

• 本市の特産品である日本酒や笹かまぼこ、水産加工品の販売所が複数立地している他、地場産品

にこだわった地産池消の料理を提供する飲食店の集積がある。 

 

〇社会資源 

• 当該地区には震災前より個人経営の医院が多かった上に、石巻駅前に市立病院の建設が予定され

ている。市街地再開発事業において高齢者向けの福祉施設の導入が計画されており、少子高齢化

を迎える都市部において、JR 等の公共交通機関、市立病院や福祉サービスの拠点として整備する

ことにより、高齢者が歩いて安心に暮らせるモデル地区となることが期待されている。 

• 当該地区は JR を利用して仙台圏の大学や専門学校へ通学することも容易なことから、少子化が進

む中で教育に力を入れる子育て世代にとって非常に魅力的な居住環境である。 
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○人的資源 

• 石巻市は、東日本大震災で最も被害が大きかったこともあり、ボランティアや NPO などの支援者

が現場に入り、幅広い分野で支援活動を展開した。震災を機に移り住んできた人材ととともに地

域住民が新たに設立した NPO も多く、震災から 4年が経過した現在も多くの団体が復興事業や地

域づくりに取り組んでいる。 

• NPO の中には中心市街地のまちづくりを行なう団体も多く、中心市街地に拠点を置き、若者を中

心に展開される様々な取り組みの活動が交流人口の増加や来街者の滞留時間増加にもつながって

いる。 

• 従来の NPO は非営利活動が主であったが、中心市街地で拠点を持つ団体の中には、被災者支援を

継続する一方で、シェアハウスの経営、地場産品を販売するオンラインショッピングの運営、市

内各地で行われている手仕事品の販売、ガイドツアーや防災トレーニングプログラムの提供など、

様々な収益事業を展開し、持続的な体制づくりにも取り組み始めている。 

 

○震災伝承・防災教育 

• 東日本大震災の経験を、今後の震災学習・防災教育に役立てるための取り組みが始まっている。

石巻観光協会による「石巻・大震災まなびの案内」や NPO・個人による震災の語り部活動、防災

まちあるきプログラム等の提供により、全国から修学旅行や企業研修、視察団などの受け入れが

行なわれ、交流人口の増加につながっている。 

• 平成 27 年 3 月、当該区域に「復興まちづくり情報交流館」が設置され、被災状況や防災に関心の

ある来街者に対して市内の震災関連資料を提供すると同時に、市民に対して復興まちづくりの情

報を展示するコミュニティ施設として活用されている。 

 

②地域資源の活用による産業の活性化 

• 前項に掲げる居住者の増加と豊富な地域資源を活用した起業・新規事業展開の促進やコミュニテ

ィ活動、イベント等の開催により、地域経済の新たな拠点形成を図り、人的・物的・資金的資源

が中心市街地を拠点に石巻地域で循環する仕組みをつくっていく。 

• さらに、各地域資源の掘り下げと商品化を促進し、戦略的に情報発信等の広報活動を行うことに

より、地域の新たなイメージ形成を図り、広域からの集客にもつなげていく。 
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②まちづくり協議会の概要 

イ）コンパクトシティいしのまき・街なか創生協議会（街なか創生協議会） 

• 発会年月日：平成 23 年 12 月 20 日 

• 目的：石巻市の中心市街地の復興整備について、地権者等関係者及び関係諸団体との協働のもと

で総合的に検討し、今後一層深刻化が懸念される人口減少・少子高齢化に対応した、コンパクト

で持続可能なまちづくりの最先端モデルとなることを目指し、石巻らしい景観・歴史・文化の薫

る街づくり・街並みづくりを推進し、地域の発展に寄与する。 

• 構成員：主な役員構成団体として、石巻商工会議所、石巻観光協会、街づくりまんぼう、石巻市

関係部署、市民団体、市街地再開発準備組合等である。 

• 発会からおよそ 1年間は、3 つの部会を中心に多くの関係者の参加を得ながら、どのような事業

を中心市街地で展開していくべきかについて検討を重ねてきた。 

• 発会から 2年経った 2013 年からは、これまでの部会での検討結果を踏まえ、6つのプロジェクト

注9の始動に係るサポートを行なっている。全体にかかる問題点などについては、適宜部会を開催

し解決策を検討している。 

 

図 45 コンパクトシティいしのまき・街なか創生協議会組織概要図 

  

図 46 街なか創生協議会における会議の様子 

                             
注9 一人ひとりがつくる安全安心プロジェクト、商店街賑わい創出プロジェクト、石巻の食発信プロジェクト、

身近にアートプロジェクト、支えあいプロジェクト、便利で快適なアクセスプロジェクトの計 6つを指す。 
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ロ）まちづくり勉強会（講演会） 

• 街なか創生協議会では、地域コミュニティ主導による復興まちづくりを進めていく上で必要とさ

れる知識、教訓を得るべく、先進地より専門家を招聘する復興まちづくり勉強会や、先進地への

視察ツアーを開催していく。 

• 平成 25 年度には、5 月に第 2回復興まちづくり勉強会（高松市街地再開発について）、6月に市街

地再開発検討地区の地権者、まちづくり会社スタッフによる丸亀・長浜視察、9月に第 3 回復興

まちづくり勉強会／円卓会議（阪神大震災より学ぶ）、平成 26 年 3月に第 4回復興まちづくり勉

強会（観光交流施設計画について）を実施した。 

  

図 47 まちづくり講演会の様子（H25 年度に開催したもの） 

 

ハ）市街地再開発事業等情報共有会 

• 中心市街地において、地権者が主体となり進められている市街地再開発事業等の共同化計画につ

いて、当該地権者、担当コンサルタント、市役所担当部署、大学等専門家、まちづくり会社等が

一同に会し、計画の進捗状況について共有する情報共有会を、街なか創生協議会の呼びかけによ

り開催する。 

• 平成 26 年度は 4回開催し、現在市街地再開発事業等を検討している街区の地権者代表、コンサル

タント、市役所担当部署が集まり、計画の進捗状況や今後の課題について共有した。 

• 情報共有会では、震災復興事業の過度な集中による工事費の高騰、まちづくり会社を担う人材の

確保の必要性等について問題提起がされた。今後、これらの課題の解決を図っていくために、関

係者を絞った協議の場の設定、商業アドバイザー等必要な専門家の招集を街なか創生協議会を中

心に行なっていく。 

 

 

 

③個別まちづくり会社の概要 
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ロ）コミュニティカンパニー株式会社（仮称） 

• 2015 年 7 月設立予定のまちづくり会社。中央三丁目 1番地区における市街地再開発事業によって

整備される建物管理、テナント管理・運営とともに、地域の賑わいを創出するための各種活動、

イベント等を行う。 

• 予定資本額は 300 万円（出資割合は地元事業者等約 46%、既存のまちづくり会社等約 17%、マンシ

ョン販売会社約 37%）であり、常勤役員 1名及びマネージャー1名が、地域の課題解決やニーズに

あったサービス、イベント、マネジメント等の活動を行う。 

• 中央三丁目 1番地区単独の活動だけでは事業規模が小さいこと及び石巻市内のエリアマネジメン

トを効果的に行うため、街なか創生協議会や他のまちづくり会社（株式会社街づくりまんぼう、

株式会社あす街など）と連携して、中心市街地の魅力向上のための業務を行い、相互に補完しあ

う。 

• 具体的には、看板等の色合いや設置位置、植栽等による周辺の街並みと統一感の取れた良好な街

並みの形成、石巻の食材・ライフスタイルやマンガ文化等を活かしたプロモーション活動、各種

のイベントの実施等を行うことにより、地域の賑わいの創出を図る。 

 

ハ）株式会社あす街 

• 2014 年 9 月に立町二丁目 5番地区の地権者の出資により設立されたまちづくり会社。 

• 立町二丁目 5番地区における改修された歴史的建物を活用したイベントスペース及び市街地再開

発事業によって整備される商業床、駐車場を一体管理し、テナント管理・運営、エリアマネジメ

ントを行なうことにより新たな集客の核を生み出す。 

• 地元の水産業者や製造業者と連携して、石巻の豊かなライフスタイルを提案する商品開発、店舗

企画を行ない、地域住民の利便性の向上と広域からの集客の増加を図り、中心商店街及び地域産

業の活性化に貢献する。 

 

 ニ）かわまちフロンティア株式会社 

• 2014 年 11 月に中央一丁目 14・15 番地区の地権者等の出資により設立されたまちづくり会社。 

• 中央一丁目 14・15 番地区市街地再開発事業によって整備される建物のコストパフォーマンス性を

重視した施設管理の実行、駐車場運営、イベント企画・運営を行なう。 

• ボランティア活動等でのデイサービス事業者との運営連携など、柔軟な対応でまちづくり活動を

進める。 

 

 ホ）合同会社 MY ラボ 

• 2014 年 7 月に松川横丁建設組合に参加していた地権者有志や株式会社街づくりまんぼう、アイト

ピア商店街振興組合、一般社団法人 ISHINOMAKI2.0 といった地域のまちづくり市民団体が出資し、
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担い手となり設立されたまちづくり会社。 

• 中央二丁目 7番地区に整備される建物（COMICHI 石巻）の運営を軸とした中心市街地への新規出

店・新規移住の促進を目的とし、多世代が交流するまちづくりのあり方を提示していく。 

 

 

2）再生計画の実施スケジュール 

• 中心市街地では、市街地再開発事業をはじめ民間主導による復興事業のほか、旧北上川堤防整備

や新内海橋・西内海橋の建設など、複数の事業が同時多発的に進んでいく。また、それぞれの事

業は一律に進められるのではなく、事業対象地となる地権者の意向や工事費の高騰による入札不

調などにより、変動的なスケジュールのもと進められる。 

• そのため、明確な実施スケジュールを示すことは難しいが、本計画申請時点でのそれぞれの事業

スケジュールは下表のとおりである。 

 

表 31 中心市街地における復興事業のスケジュール（H27 年 5 月時点） 

 

 

 

 

 

 

分野 対象地区 事業名

中央三丁目1番地区

松川横丁

立町二丁目5番地区

中央一丁目14・15番地区

中央二丁目3番地区

商
業

施
設

中央二丁目11番地区
（生鮮マーケット）

区
画

整
理 中央一丁目地区 土地区画整理事業

中央一丁目住宅

中央一丁目南住宅

日和が丘一丁目住宅

旧北上川河川堤防（中央地区） 堤防事業

新内海橋・西内海橋 道路事業

市立病院 災害復旧施設整備事業

ささえあいセンター 津波復興拠点整備事業

かんけい丸

堤
防
・

橋
梁

公
共
施
設

H26（年度） H27 H28 H29

復興公営住宅整備事業

市街地再開発事業等

住
宅
・
商
業
施
設

住
宅

市街地再開発事業等のうち都市計画決定を経ていないもの 凡例 




